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（項目１） 

財 務 状 況 

 

① 当期総利益又は総損失  総利益         ５．２ 億円 

② 利益剰余金又は繰越欠損金 利益剰余金       ６．０ 億円 

③ 当期独立行政法人国立長寿医

療研究センター運営費交付金

債務 

     ２．４億円（執行率 ９４％） 

 

④利益の発生要因 

及び 

目的積立金の申請状況 

センターの機能及び運営方針に応じた組織の効率的

な再編、職員の適性配置、診療報酬の上位基準取得、

回復期リハビリテーション病棟の開棟等を図るととも

に、材料費、委託費、一般管理費等に係るコスト節減

に努め、収支相償以上を目指し収支改善を推進するこ

とにより、当期総利益５．２億円を計上した。 

なお、平成２４年度決算における利益剰余金は独法

移行後３年目であることを考慮し、目的積立金の申請

は行わない。 

⑤100 億円以上の利益剰

余金又は繰越欠損金が

生じている場合の対処

状況 

 

⑥運営費交付金の執行

率が９０％以下となっ

た理由 
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（項目２） 

保有資産の管理・運用等 

 

①保有資産の活用状況

とその点検 

（独立行政法人の事務・事業の

見直し基本方針で講じる措置が

定まっているものを除く。） 

保有資産については、センターとしての自らの

研究事業、病院事業に有効活用しているところで

あり遊休資産となっているものは無い。 

① ２４年度において新実験動物施設棟が完成

し、旧実験動物施設棟を当期内に解体した。 

当期内の解体を行うため、平成２５年１月以

降使用しないという決定を行っており、同月

以降使用せず、当期内に除却を行った。 

（損益外減損損失相当額 １１０百万円） 

② 世帯宿舎２棟（１６戸）については、老朽化

が著しいため、２４年度において取り壊しを

行った。 

②資金運用の状況 

 

③債権の回収状況 
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（項目３） 

組織体制・人件費管理 

（委員長通知別添一関係） 

 

①給与水準の状況 

   と 

 総人件費改革の進

捗状況 

独法の職員の給与は、「当該法人の業務の実績等を考慮し

かつ社会一般の情勢に適合したものとなるよう定めなけれ

ばならない」（通則法第 63 条）こととされており、当セン

ターにおいてもこの趣旨を十分踏まえ、職員の給与を定め

ているところである。 

当センターの給与水準については、国の給与制度等を踏

まえ通則法に則って適切に対応している。 

平成 24 年度のラスパイレス指数は、研究職：107.5、医

師：120.0、看護師：104.6、事務・技術職：102.6 となって

おり、国の給与水準より高いものとなっている。 

研究職・医師の給与については、医長・室長以上に年俸

制を導入して勤務成績を反映させるなど、民間機関などの

状況を踏まえながら改善を進めているものであるが、医師

は自治体病院の給与水準を下回り、また、民間医療機関の

給与水準とはまだ相当な開きがある。 

（参考）直近の医療経済実態調査結果（平成 23年 6 月調査） 

  職種別常勤職員 1人当たり平均給料月額等より、一般医師

の年収を推計 

  国立 1,498 万円、公立 1,564 万円、医療法人 1,622 万円 

看護師については、民間医療機関における給与水準を考

慮して、独法移行時に中高年齢層の一般看護師の給与カー

ブを引き下げるなどの措置を講じ、通則法に則って適切に

対応しているが、自治体病院の給与水準を下回っている。 

（参考）直近の医療経済実態調査結果（平成 23年 6 月調査） 

  職種別常勤職員 1人当たり平均給料月額等より、一般看護

職の年収を推計 

  国立 518 万円、公立 555 万円、医療法人 451 万円 

また、事務・技術職員については、独法移行時に国時代

の特徴である年功的要素の影響を抑制することとし、民間

の給与水準を勘案して中高年齢層の一般職員の給与カーブ

を引き下げるなどの措置を講じたところであり、通則法に

則って適切に対応している。 

［総人件費改革の進捗状況］ 
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技能職員の削減、並びに診療部門への非常勤看護師の配

置、夜勤専門看護師の導入など、実態に見合った職員配置

とした。その一方で、研究推進のための職員配置、医療サ

ービスの低下を招かないための職員配置、並びに診療部門

の負担軽減のための病棟クラークの活用及び診療報酬施設

基準の維持・取得のための職員配置など必要な措置を行っ

た。 

その結果、総人件費改革の対象となる人件費は 3,235,130

千円であり、平成 23 年度と比較して 194,683 千円の増とな

っているが、総人件費削減に向けた取組として、 

① 独法移行後の給与カーブの変更・調整額の廃止 

② 人事院勧告による給与改定 平均△0.23％の実施 

③ 「国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律」

を踏まえた臨時的な給与減額の実施 

④ 技術職の人員削減 等 

による削減を行う一方、国立長寿医療研究センターとして

の役目を果たすための人件費増として 

① 診療部門（回復期リハビリテーション病棟の開設）によ

る人員の増 等 

により増加したことによるものである。 

引き続き、非常勤職員への切替及びアウトソーシング化、

非効率となっている部門の整理・集約等により人件費削減

を図っていくが、医療機関でもある当センターとしては、

医療現場を巡る昨今の厳しい状況の中で、患者の目線に立

った良質な医療を提供し、センターに求められる役割を着

実に果たしていくためには、一定の人件費増は避けられな

いものである。なお、技能職員退職後不補充等により事務・

技能職に係る人件費は対 21 年度比△35,884 千円、△12.7％

となった。 

 

②国と異なる、又は

法人独自の諸手当の

状況 

夜間看護 

等手当 

（・医師・看護師等が深夜業務に従事した

場合の手当 

・助産師・看護師・准看護師： 

1 回/7,600 円～2,200 円 

（1 月当たり 7 回以上の場合： 

 1 回/1,000 円加算） 

・医師・歯科医師： 
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1 回/9,900 円～2,900 円 

・その他：１回/6,000 円～1,800 円 

・国の「夜間看護手当」と同旨であるが、

医師等については、独法移行後、救急医療

等の診療体制の強化や労働基準法の適用

により 24 時間の交代制勤務を行う職員が

増加したことから、看護師との均衡を考慮

して支給対象に加えたものであり適正な

手当と判断している。 

役職員特別 

勤務手当 

・臨時の又は緊急性を有する業務のため休

日等に勤務した場合及び医師が宿日直

勤務又は救急呼出により診療業務を行

った場合の手当。 

・１回 15,500 円（上限）～6,000 円（下限） 

・国の「管理職員特別勤務手当」と同旨で

あり、病院に勤務する医師の特性を考慮

した観点から適正な手当と判断してい

る。 

・また、業務の附加として上位の役職の業

務・高度な業務等を担う場合は、基本給

の 10％を上限として支給することがで

きることとしており、既に就いている職

務に加えて特別に副院長の職務（特命副

院長）を命じられ、当該職務に従事した

場合等、病院運営上の特性を考慮したも

のである。 

ヘリコプタ 

ー搭乗救急 

医療手当 

・医師・看護師等の医療従事者が、ヘリコ

プターに搭乗し、機内等で診療等を行っ

た場合の手当。 

・医師・歯科医師：1 回/5,000 円 

・医師・歯科医師以外：1 回/3,000 円 

・国の「航空手当」及び大学や民間医療機

関における同様の手当を踏まえ、救急医

療に従事する医師・看護師等の勤務実

態・特殊性を勘案し、救急医療に従事す

る医師等の確保対策の観点から適正な

手当と判断している。 
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救急呼出 

待機手当 

・医師・看護師等の医療従事者が、深夜勤

務及び緊急の診療業務に対応するため

特定の時間帯を定めて自宅等において

待機をした場合の手当。 

・医師・歯科医師：1 回/5,000 円 

・医師・歯科医師以外：1 回/2,000 円 

・ヘリコプター搭乗救急医療手当と同様に

大学や民間医療機関における手当を踏

まえ、深夜勤務及び救急医療に従事する

医師・看護師等の医療従事者の勤務の実

態・特殊性を勘案し、深夜勤務及び救急

医療に従事する医師等の確保対策の観

点から適正な手当と判断している。 

救急医療 

体制等確 

保手当 

・医師等が休日及び夜間において、地域の

第 3 次又は第 2 次救急医療の確保のた

め、理事長の指定する病院において、救

急外来患者へ応需した場合の手当。 

・診療業務：1 回/12,000 円又は 6,000 円 

 （4h 未満は 6,000 円又は 3,000 円） 

・分娩：1 回/10,000 円 

・国における「救急医療及び産科医療を担

う勤務医の処遇改善を支援する補助制

度」に対応したものであり、休日及び夜

間の救急・周産期医療体制の整備を図る

とともに、救急医療及び産科医療を担う

医師等の処遇改善の観点から適正な手

当と判断している。 

医師手当 

・地域における医師確保のための手当。 

・月額 319,300 円～16,900 円 

・国の「初任給調整手当」と同旨であり、

全国的に厳しい情勢である医師確保の

観点から適正な手当と判断している。 

医師手当 

加算部分 

・専門看護 

手当 

・学会や公益法人等の第三者機関において

認定された広告可能な専門医や認定看

護師などの特定の分野における専門的

知識を有している医師・看護師のための

手当。 
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・医師 1 資格/5,000 円（上限 2 資格） 

・看護師 専門看護師/月額 5,000 円 

     認定看護師/月額 3,000 円 

・医師手当の加算部分及び専門看護手当に

ついては、専門化・高度化した病院を運

営する当センターの特性を踏まえ、有能

な人材を確保する観点から適正な手当

と判断している。 

・また、他の医療機関でも導入が進んでい

るものである。 

附加職務手当 

・医師等が地方自治体等への診療援助を行

った場合の手当。 

・依頼（要請）元より医師等の勤務する病

院に支払われた報酬の範囲内において、

その診療援助などを行った医師等に対

して給与を支給する。 

・医療を提供する病院を運営する当センタ

ーの特性を考慮し、地域における診療連

携の推進を図る観点から適正な手当と

判断している。 

看護師 

初任給 

調整手当 

・看護師免許を取得した年度を 1 年度とし

て、その後の年度数に応じ 10 年度まで

毎月支給する手当。 

・月額 10,000 円～1,000 円 

・看護師初任給調整手当については、全国

的に看護師確保が厳しい情勢である中、

若手看護師を確保するという観点から

適正な手当と判断している。 

年度末賞与 

・医業収支が特に良好な場合に職員に対す

る業績に応じた手当。 

・法人に求められる能力実績主義を踏ま

え、センターの経営努力のインセンティ

ブとして年度末賞与を支給するもので、

独立行政法人における給与制度の趣旨

に則って独立行政法人に移行する際に

設けたものである。これは中央省庁等改

革基本法（独立行政法人の職員の給与に
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当該独立行政法人の業務の実績が反映

されるものであること）、独立行政法人

通則法（法人の職員の給与は職員が発揮

した能率が考慮されるものでなければ

ならないこと）、独立行政法人整理合理

化計画（各独立行政法人は能力・実績主

義の活用により役職員の給与等にその

業績及び勤務成績等を一層反映させる

こと）を踏まえた観点から適正な手当と

判断している。 

業績手当の 

業績反映 

部分 

・業績手当（6 月及び 12 月）のうち、職員

個々の業務実績に反映する部分（業績反

映部分）の手当。 

 一般 6・12 月支給/0.675 月 

  役職 6・12 月支給/0.875 月 

・業績手当については、基礎的部分は国の

「期末手当」に準じているものであり、

業績反映部分は国の「勤勉手当」を踏ま

えたものであるが、法人に求められる能

力実績主義を踏まえた観点から適正な

手当と判断している。  

特殊業務手当 

・職務の複雑性及び困難性に基づき他の職

種に比して著しく特殊な勤務に従事す

る場合の手当。 

・月額/35,400 円～4,200 円 

 ※支給額は、職務の内容又は勤務場所に

応じて規定 

・特殊業務手当は、国の時代から、職種の

複雑・困難性に基づき他の職種に比して

著しく特殊な勤務に対して支給してい

る手当であり、病院における職務の特殊

性及び職員確保の観点から適正な手当

と判断している。 

② 福利厚生費の状

況 

法定福利費 494,350 千円（役職員一人当たり 609,556 円） 

法定外福利費 6,508 千円（役職員一人当たり  8,025 円） 



9 

 

法定外福利費については、事業運営上不可欠なものに限

定し支出を行っている。 

また、健康保険料の負担については労使折半である。 

①レクリエーション費用（0 千円） 

 レクリエーション費用は支出していない。 

②弔電・供花（188 千円） 

 職員及び職員の家族に対する弔電、供花については、

厚生労働省に準じて基準を作成し、周知徹底を図った。 

③健康診断等（6,237 千円） 

・労働安全衛生法に基づく健康診断を実施している。 

・院内感染拡大の防止を目的とした検査を実施している。 

④表彰制度（84 千円） 

  永年勤続表彰、総長特別表彰等については、同様の表

彰を実施している厚生労働省の基準を踏まえて実施し

ているところである。 
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（項目３の２） 

○ 国家公務員再就職者の在籍状況 及び 

法人を一度退職した後、嘱託等で再就職した者

注１

の在籍状況 

  （平成 25 年 3 月末現在） 

      役  員

注２

 職  員 

      常勤 非常勤 計 常勤 非常勤 計 

総  数 ３人 ３人 ６人 ４５１人 ３５４人 ８０５人 

 

 

うち国家公務員 

再就職者 

 ０人  ０人  ０人  ０人  ０人  ０人 

 

 

うち法人退職者  ０人  ０人  ０人 ０人  ０人  ０人 

 

うち非人件費ポス

ト 

 ０人  ０人  ０人  ０人  ０人  ０人 

  

うち国家公務員 

再就職者 

 ０人  ０人 ０人  ０人  ０人  ０人 

  うち法人退職者  ０人  ０人  ０人  ０人  ０人  ０人 

注１ 「法人を一度退職した後、嘱託等で再就職した者」とは、法人職員が、定年退職等

の後、嘱託職員等として再度採用されたものをいう（任期付き職員の再雇用を除く。）。 

注２ 役員には、役員待遇相当の者（参与、参事等の肩書きで年間報酬額 1,000 万円以上

の者）を含む。 

注３ 「非人件費ポスト」とは、その年間報酬が簡素で効率的な政府を実現するための行

政改革の推進に関する法律（平成 18年法律第 47号）第 53 条第 1項の規定により削減

に取り組まなければならないこととされている人件費以外から支出されているもの

（いわゆる総人件費改革の算定対象とならない人件費） 

 

④国家公務員再就職者

及び本法人職員の再就

職者の在籍ポストとそ

の理由 

平成２３年度末で任期満了となり、改選期を迎え

た理事長ポストについては、公募により後任者を任

命した。 
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様式 １　公表されるべき事項様式 １　公表されるべき事項様式 １　公表されるべき事項様式 １　公表されるべき事項

独立行政法人国立長寿医療研究センターの役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

　① 平成２４年度における役員報酬についての業績反映のさせ方

　② 役員報酬基準の改定内容

法人の長

理事

同上

理事（非常勤）

なし

監事（非常勤）

なし

２　役員の報酬等の支給状況

平成２４年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任

千円 千円 千円 千円

17,598 11,414 4,049

423

1,712

（通勤手当）

（地域手当）

千円 千円 千円 千円

15,674 9,879 3,758

135

420

1,482

（通勤手当）

（単身赴任手当）

（地域手当）

千円 千円 千円 千円

15,819 9,879 3,758

280

420

1,482

（通勤手当）

（単身赴任手当）

（地域手当）

千円 千円 千円 千円

1,140 1,140 0 0

千円 千円 千円 千円

1,500 1,500 0 0

千円 千円 千円 千円

660 660 0 0

注１：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入している。

注２：「地域手当」とは、民間の賃金、物価及び生計費が特に高い地域に在勤する役員に支給し

　　　ているものである。

注３：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付している。

　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

      独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。

その他（内容）

就任・退任の状況

役名 前職

B監事

（非常勤）

A監事

（非常勤）

C理事

（非常勤）

平成２３年人事院勧告に準拠し、指定職俸給表引下げ改定（△０．５３％）に相当す

る基本年俸額（月例年俸額及び業績年俸額）の引下げを行い、併せて、平成２３年４

月から規程改定日の前日までに相当する期間の減額調整（△０．２３％）を行った。

（平成２４年５月１日改定）

また、国家公務員給与に関する臨時特例法に基づく給与減額支給措置に相当する

特例措置を定め、月例年俸、地域手当及び業績年俸の支給額から９．７７％に相当

する額を減ずることとした。（平成２４年６月１日改定）

法人の長

A理事

平成２４年度の厚生労働省独立行政法人評価委員会の結果は、A評価で業績手当の割合は１００分

の１１０であったが、社会状況等を踏まえ、役員の業績手当を１００分の１００とした。ただし、平成２３年

度１００分の９９とした者については、１００分の１００（平成２２年度の水準）に戻すものとした。

B理事

別 添
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３　役員の退職手当の支給状況（平成２４年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

注１：「摘要」欄には、独立行政法人評価委員会による業績の評価等、退職手当支給額の決定に至った

事由を記入する。

注２：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。

　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、該当がない場合は空欄。退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。

法人での在職期間

B監事

（非常勤）

法人の長

A理事

摘　　要支給額（総額）

A監事

（非常勤）

B理事

C理事

（非常勤）

該当者なし
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Ⅱ 職員給与について

１　職員給与についての基本方針に関する事項

　② 職員給与決定の基本方針

　ア 給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方

　イ 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方

〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕

　ウ 平成２４年度における給与制度の主な改正点

賞与：業績手当

（年度末賞与）

当該年度の医業収支が特に良好な場合に、業績に応じて定める割合を算定基

礎額に乗じた額を支給

基本給：昇給 常勤職員の勤務成績に応じて、５段階の昇給を行う

基本給月額及び賞与の引き下げ（平成２４年５月１日）

　・国の人事院勧告を踏まえ、平成２３年度給与支給相当額について２４年６月期業績手当において

基本給月額（平均０．２３％）の調整を行った。

給与の臨時特例による減額措置（平成２４年９月１日）

・国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律を踏まえ、平成２４年９月期から役職に応じ

て月例給について７．７７％～９．７７％の減額調整を行った。

その他

・国家公務員の給与水準等も踏まえ、適切な給与水準のあり方について検討を行った。

　① 人件費管理の基本方針

給与種目

賞与：業績年俸

制度の内容

　中期目標、中期計画を達成するため、適正な人員配置に努めるとともに業務委託についてもコスト

低減に十分配慮した有効活用を図り、国家公務員の給与水準や社会一般の情勢等を考慮して給

与水準の見直しを行う。

賞与：業績手当

（業績反映部分）

常勤職員（年俸制職員を除く）について、業績に応じて定める割合を算定基礎

額に乗じた額を支給

　職員の給与水準は、独立行政法人通則法第６３条第３項の規定に基づき、法人の業務の実績を考

慮し、かつ、社会一般の情勢に適合したものとなるよう決定している。

　中央省庁等改革基本法第３８条第１項第６号の規定等に基づき、職員の業績を給与に反映してい

る。

室長以上の研究職、医長以上の医師について、前年度の業績を考慮の上、８０

/１００から１２０/１００の範囲で定める割合を前年度の業績年俸に乗じた額を支

給
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２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当

人 歳 千円 千円 千円 千円

243 39.5 5,507 4,226 88 1,281

人 歳 千円 千円 千円 千円

18 40.4 5,847 4,463 214 1,384

人 歳 千円 千円 千円 千円

1 － － － － －

人 歳 千円 千円 千円 千円

15 40.4 12,611 10,324 138 2,287

人 歳 千円 千円 千円 千円

148 39.2 4,926 3,728 54 1,198

人 歳 千円 千円 千円 千円

10 46.7 5,025 3,779 52 1,246

人 歳 千円 千円 千円 千円

44 38 5,077 3,875 156 1,202

人 歳 千円 千円 千円 千円

3 47.2 5,938 4,457 16 1,481

人 歳 千円 千円 千円 千円

4 34.3 3,739 2,873 33 866

注１．常勤職員には、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。 

注２．上記職種以外の職種については、該当する職員がいないため、欄を記載していない。 

注３．研究職については、該当者が２人以下のため、個人の情報が特定されるおそれのあることから、人員以外は記載していない。 

・「在外職員」、「非常勤職員」については該当する職員がいないため、欄を記載していない。

・平成２４年度を通じて在職し、かつ、平成２５年４月１日に在職する職員（休暇等により給与が減額された者を除く）の状況である。

人 歳 千円 千円 千円 千円

54 52.3 12,638 10,048 145 2,590

人 歳 千円 千円 千円 千円

27 51.9 15,180 12,316 182 2,864

人 歳 千円 千円 千円 千円

27 52.7 10,095 7,780 109 2,315

注１．常勤職員には、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。 

注２．上記職種以外の職種については、該当する職員がいないため、欄を記載していない。 

人 歳 千円 千円 千円 千円

11 43.7 7,624 5,938 145 1,686

人 歳 千円 千円 千円 千円

11 43.7 7,624 5,938 145 1,686

注１．上記職種以外の職種については、該当する職員がいないため、欄を記載していない。 

人 歳 千円 千円 千円 千円

1 － － － － －

人 歳 千円 千円 千円 千円

1 － － － － －

注１．上記職種以外の職種については、該当する職員がいないため、欄を記載していない。 

注２．研究職については、該当者が２人以下のため、個人の情報が特定されるおそれのあることから、人員以外は記載していない。 

・「在外職員」、「非常勤職員」、「非常勤職員」については該当する職員がいないため、欄を記載していない。

・平成２４年度を通じて在職し、かつ、平成２５年４月１日に在職する職員（休暇等により給与が減額された者を除く）の状況である。

常勤職員（年俸制）

事務・技術

研究職種

うち賞与

療養介助職種

副院長等

（副院長・部長・医長）

平成２４年度の年間給与額（平均）

総額

区分

常勤職員

技能職種

（看護補助者等）

医療職種

（医療技術職）

平均年齢

医療職種

（病院看護師）

うち所定内
人員

福祉職等

（児童指導員職）

任期付職員（年俸制）

医療職種

（病院看護師）

再任用職員

副所長等

（副所長・部長・室長）

研究職種

医療職種

（病院医師）
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②

注：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、⑤まで同じ。

（事務・技術職員）

四分位 四分位

第１分位 第３分位

人 歳 千円 千円 千円

2

5 29.3 3,346 3,583 3,813

（研究職員）

四分位 四分位

第１分位 第３分位

人 歳 千円 千円 千円

27 52.7 8,797 9,987 11,066

注：該当者が2人以下の年齢階層については、平均給与額の折れ線グラフを表示していない。

注：該当者が4人以下の年齢階層については、第1・第3四分位の折れ線グラフを表示していない。

注：該当者が2人以下の年齢階層については、平均給与額の折れ線グラフを表示していない。

注：該当者が4人以下の年齢階層については、第1・第3四分位の折れ線グラフを表示していない。

課長

平均年齢

平均年齢

係員

人員分布状況を示すグループ

人員分布状況を示すグループ

部長・室長

注：課長は２人以下のため、個人の情報が特定されるおそれのあることから、平均年齢及び年間給与の平均額については

記載していない。

年間給与の分布状況（事務・技術職員／研究職員／医療職員（病院医師）／医療職員（病院看護師））〔在

外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以下、⑤まで同じ。〕

平均

平均

0

1

2

3

4

5

6

7

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

２０－２３歳 ２４－２７歳 ２８－３１歳 ３２－３５歳 ３６－３９歳 ４０－４３歳 ４４－４７歳 ４８－５１歳 ５２－５５歳 ５６－５９歳

人数

平均給与額

第３四分位

第１四分位

国の平均給与額

年間給与の分布状況（事務・技術職員） 人

千円

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

２０－２３歳 ２４－２７歳 ２８－３１歳 ３２－３５歳 ３６－３９歳 ４０－４３歳 ４４－４７歳 ４８－５１歳 ５２－５５歳 ５６－５９歳

人数

平均給与額

第３四分位

第１四分位

国の平均給与額

年間給与の分布状況（研究職員） 人千円
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（医療職員（病院医師））

四分位 四分位

第１分位 第３分位

人 歳 千円 千円 千円

26 51.6 14,503 14,972 15,600

15 40.4 11,825 12,473 13,168

（医療職員（病院看護師））

四分位 四分位

第１分位 第３分位

人 歳 千円 千円 千円

8 49.9 6,508 6,948 7,289

118 37.3 4,018 4,601 5,221

注：該当者が2人以下の年齢階層については、平均給与額の折れ線グラフを表示していない。

注：該当者が4人以下の年齢階層については、第1・第3四分位の折れ線グラフを表示していない。

注：該当者が2人以下の年齢階層については、平均給与額の折れ線グラフを表示していない。

注：該当者が4人以下の年齢階層については、第1・第3四分位の折れ線グラフを表示していない。

医師

平均

看護師長

平均年齢 平均分布状況を示すグループ 人員

部長・室長・医長

看護師

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢

0

5

10

15

20

25

30

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

２０－２３歳 ２４－２７歳 ２８－３１歳 ３２－３５歳 ３６－３９歳 ４０－４３歳 ４４－４７歳 ４８－５１歳 ５２－５５歳 ５６－５９歳

人数 平均給与額 第３四分位 第１四分位 国の平均給与額

年間給与の分布状況（医療職員（病院看護師）） 人千円

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

２０－２３歳 ２４－２７歳 ２８－３１歳 ３２－３５歳 ３６－３９歳 ４０－４３歳 ４４－４７歳 ４８－５１歳 ５２－５５歳 ５６－５９歳

人数

平均給与額

第３四分位

第１四分位

国の平均給与額

年間給与の分布状況（医療職員（病院医師）） 人千円
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③

（事務・技術職員）

区分 計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級

標準的 課長

な職位 室長

人

人 人 人 人 人

18 5 8 1 2 2

（割合） （27.8%） （44.4%） （5.6%） （11.1%） （11.1%）

歳 歳 歳 歳 歳

33

～

24

42

～

35

千円 千円 千円 千円 千円

3,030

～

2,385

4,809

～

3,336

千円 千円 千円 千円 千円

3,948

～

3,083

6,313

～

4,481

（研究職員）年俸制等以外

区分 計 －

標準的

な職位

人

人

1 1

（割合） （100.0%）

歳

千円

千円

注：研究員においては、級を設けていない。

注：該当者が１名のため、当該個人を特定されるおそれがあり、「年齢」以下の事項については記載していない。

（研究職員）年俸制

区分 計 １級 ２級 ３級

標準的 室長 副所長

な職位 主任研究員 センター長

人

人 人 人

27 13 13 1

（割合） （48.1%） （48.1%） （3.7%）

歳 歳 歳

56

～

38

59

～

48

千円 千円 千円

8,279

～

5,528

9,226

～

6,875

千円 千円 千円

10,241

～

7,089

12,416

～

9,216

注：３級・４級及び５級における該当者が２名以下のため、当該個人を特定されるおそれがあり、「年齢」以下の事項については記載していない。

注：３級における該当者が１名のため、当該個人を特定されるおそれがあり、「年齢」以下の事項については記載していない。

所定内給与

年額(最高～

最低)

課長

年齢（最高

～最低）

年間給与額

(最高～最

低)

人員

年齢（最高

～最低）

年間給与額

(最高～最

低)

人員

研究員

部長

人員

年間給与額

(最高～最

低)

年齢（最高

～最低）

所定内給与

年額(最高～

最低)

一般職員 係長 専門職

所定内給与

年額(最高～

最低)

 職級別在職状況等（平成２５年４月１日現在）（事務・技術職員／研究職員／医療職員（病院医師）／医療

職員（病院看護師））
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（病院医師）年俸制等以外

区分 計 －

標準的

な職位

人

人

15 15

（割合） （100.0%）

歳

49

～

31

千円

11,237

～

8,306

千円

13,943

～

9,968

（病院医師）年俸制

区分 計 １級 ２級

標準的 医長 副院長

な職位 室長 部長

人

人 人

27 20 7

（割合） （74.1%） （25.9%）

歳 歳

58

～

35

61

～

53

千円 千円

12,870

～

10,637

12,879

～

11,869

千円 千円

15,716

～

12,767

16,319

～

15,336

（病院看護師）

区分 計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級

標準的

な職位

人

人 人 人 人 人

148 4 121 13 8 2

（割合） （2.7%） （81.8%） （8.8%） （5.4%） （1.4%）

歳 歳 歳 歳 歳

59

～

55

59

～

23

47

～

30

58

～

39

千円 千円 千円 千円 千円

3,883

～

3,787

4,649

～

2,621

4,651

～

3,307

5,559

～

4,767

千円 千円 千円 千円 千円

5,214

～

5,084

6,107

～

3,474

6,189

～

4,489

7,326

～

6,231

所定内給与

年額(最高～

最低)

年齢（最高

～最低）

所定内給与

年額(最高～

最低)

所定内給与

年額(最高～

最低)

看護師長

人員

年齢（最高

～最低）

准看護師 看護師

人員

年齢（最高

～最低）

年間給与額

(最高～最

低)

年間給与額

(最高～最

低)

副看護師長

一般医師

人員

注：５級における該当者が２名以下のため、当該個人を特定されるおそれがあり、「年齢」以下の事項については記載していない。

副看護部長

注：一般医師においては、級を設けていない。

年間給与額

(最高～最

低)
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④

（事務・技術職員）

夏季（６月） 冬季（12月） 計

％ ％ ％

52.9 56.8 54.9

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）

（平均）

47.1 43.2 45.1

％ ％ ％

         最高～最低 48.7～45.3 43.7～42.7 45.9～44.0

％ ％ ％

62.3 66.0 64.2

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）

（平均）

37.7 34.0 35.8

％ ％ ％

         最高～最低 38.8～36.5 35.8～32.5 37.3～34.4

（研究職員）

夏季（６月） 冬季（12月） 計

％ ％ ％

0.0 0.0 0.0

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）

（平均）

100.0 100.0 100.0

％ ％ ％

         最高～最低 100.0 100.0 100.0

％ ％ ％

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）

（平均）

％ ％ ％

         最高～最低

注：一般職員における該当者が１名のため、当該個人を特定されるおそれがあり、記載していない。

（病院医師）

夏季（６月） 冬季（12月） 計

％ ％ ％

1.9 0.0 1.0

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）

（平均）

98.1 100.0 99.0

％ ％ ％

         最高～最低 100.0～38.8 100.0 100.0～69.7

％ ％ ％

62.1 66.0 64.1

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）

（平均）

37.9 34.0 35.9

％ ％ ％

         最高～最低 38.8～37.0 34.8～33.0 36.7～35.0

（病院看護師）

夏季（６月） 冬季（12月） 計

％ ％ ％

53.4 56.1 54.9

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）

（平均）

46.6 43.9 45.1

％ ％ ％

         最高～最低 47.7～44.1 44.3～42.4 37.3～34.2

％ ％ ％

61.5 65.4 63.5

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）

（平均）

38.5 34.6 36.5

％ ％ ％

         最高～最低 40.6～35.7 36.1～31.9 37.3～34.2

管理

職員

一律支給分（期末相当）

一般

職員

一律支給分（期末相当）

区分

管理

職員

一律支給分（期末相当）

区分

区分

一律支給分（期末相当）

一律支給分（期末相当）

一般

職員

一般

職員

一律支給分（期末相当）

一律支給分（期末相当）

一般

職員

区分

管理

職員

賞与（平成２４年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／研究職員／医療職員（病院医師）／医療

職員（病院看護師））

管理

職員

一律支給分（期末相当）
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⑤

事務・技術職員

対国家公務員（行政職（一）） 102.6

対他法人（事務・技術職員） 96.7

研究職員

対国家公務員（研究職） 107.5

対他法人（研究職員） 108.1

医療職員（病院医師）

対国家公務員（医療職（一）） 120.0

医療職員（病院看護師）

対国家公務員（医療職（三）） 104.6

すべての独立行政法人を一つの法人とみなした場合の給与水準）に置き換えた場合の給与水準を１００

職員と国家公務員及び他の独立行政法人との給与水準（年額）の比較指標（事務・技術職員／研究職員／

医療職員（病院医師）／医療職員（病院看護師）)

注：　当法人の年齢別人員構成をウエイトに用い、当法人の給与を国の給与水準（「対他法人」においては、

　　として、法人が現に支給している給与費から算出される指数をいい、人事院において算出
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給与水準の比較指標について参考となる事項

○事務・技術職員

地域勘案　 109.2

参考 学歴勘案　　 102.2

地域・学歴勘案　 109.0

27.8%

61.1%②大卒以上の高学歴者の割合

　給与水準が高くなった主な理由としては、国家公務員の給与の改定及び臨時特例

に関する法律の施行により国家公務員は平成２４年４月から給与の減額措置が実施

されたが、当センターは要請に基づき平成２４年９月から減額措置を実施しているこ

と、また、対象職種についても国家公務員は全職種であるが、当センターは幹部職

員を中心とした職種に限定したためである。事務・技術職員の調査対象者における

減額対象者の割合は22.2％となっている。

　その他に、当センターは地域手当率が6％となっていること、地域手当率の高い東

京・名古屋からの異動者が複数名勤務していることが、給与水準を高くしている原因

の一つと思われる。また当法人の事務・技術職員には専門職以上の職員について

管理職として役職手当の支給対象としている。

【主務大臣の検証結果】

　平成23年度の数値、平成24年度における給与・手当制度の見直し、国家公務員

の給与特例措置への対応を勘案してもなお、国家公務員より高い水準であると考え

られることから、一層の給付水準の見直しについて十分検討していただきたい。

対国家公務員　　102.6

その他の事項

　国に比べて給与水準が

　高くなっている定量的な

　理由

【国からの財政支出について】

　支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　35.9％

（国からの財政支出額　4,367百万円、支出予算の総額　12,170百円：平成24年度

予算）

【検証結果】

－

　給与水準の適切性の

　検証

①管理職の割合（平成25年4月1日現在）

【累積欠損額について】

　累積欠損額（計上なし）（平成23年度決算）

【検証結果】

－

指数の状況

講ずる措置

項目

　平成２５年度における対国家公務員指数は、現状で推移した場合、給与特例に対

応した削減が、前年度と違い、通年行われるため、前年度を下回ることが見込まれる

が、当法人の事業運営、民間医療機関の給与及び国家公務員の給与等を総合的

に考慮した上で、効率化できる部分については引き続き削減を進めるとともに、適切

な水準の確保について検証する。引き続き、人事院勧告、民間企業の従業員の給

与及び業務の実績などを考慮し、適切に対応していき、平成２５年度（平成２６年度

公表）までに対国家公務員指数が地域・学歴勘案で概ね109以下となるよう努力して

いく。

内容



22 

 

 

 

 

 

 

 

○研究職員

地域勘案 115.0

参考 学歴勘案 106.8

地域・学歴勘案 115.0

96.4%

100.0%

【累積欠損額について】

　累積欠損額（計上なし）（平成23年度決算）

【検証結果】

－

　給与水準の適切性の

　検証

　国に比べて給与水準が

　高くなっている定量的な

　理由

　給与水準が高くなった主な理由としては、国家公務員の給与の改定及び臨時特例

に関する法律の施行により国家公務員は平成２４年４月から給与の減額措置が実施

されたが、当センターは要請に基づき平成２４年９月から減額措置を実施しているこ

と、また、対象職種についても国家公務員は全職種であるが、当センターは幹部職

員を中心とした職種に限定したためである。研究職員の調査対象者における減額対

象者の割合は96.4％となっている。

　その他に、以下の３点も給与水準を高くしている原因と思われる。

①事業種別が、研究を主としていることから、特に優秀な研究職を採用する必要性が

あり、主に室長以上の管理職を採用していること。

②管理・監督的立場にある主任研究員、室長以上の職員の給与は有能な人材を登

用し、法人全体の業績向上に繋がるよう、業績反映をより徹底させ、貢献度に見合う

給与を支払うために国の研究職員よりも月例年俸が高い年俸制を導入していること。

③勤務成績が優秀な研究者について、業績手当を増額できる仕組みを導入している

こと。

【主務大臣の検証結果】

　平成23年度の数値、平成24年度における給与・手当制度の見直し、国家公務員

の給与特例措置への対応を勘案してもなお、国家公務員より高い水準であると考え

られることから、一層の給付水準の見直しについて十分検討していただきたい。

【国からの財政支出について】

　支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　35.9％

（国からの財政支出額　4,367百万円、支出予算の総額　12,170百円：平成24年度

予算）

【検証結果】

－

指数の状況

対国家公務員　　107.5

項目 内容

講ずる措置

　平成25年度における対国家公務員指数は、現状で推移した場合、給与特例に対

応した削減が、前年度と違い、通年行われるため、前年度を下回ることが見込まれる

が、国家公務員の研究職員の給与、民間機関の研究職員の給与、当法人の研究職

員確保の状況や確保できない場合に法人の事業運営に与える影響等を総合的に考

慮した上で、効率化できる部分については引き続き削減を進めていくとともに、適切

な給与水準の確保について検討を行い、平成２５年度（平成２６年度公表）までに対

国家公務員指数が地域・学歴勘案で概ね115以下となるよう努力していく。

その他の事項

①管理職の割合（平成25年4月1日現在）

②大卒以上の高学歴者の割合
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○病院医師

地域勘案 116.1

参考 学歴勘案 120.0

地域・学歴勘案 116.1

65.9%

100.0%②大卒以上の高学歴者の割合

　平成２５年度における対国家公務員指数は、現状で推移した場合、給与特例に対

応した削減が、前年度と違い、通年行われるため、前年度を下回ることが見込まれる

が、国家公務員の病院医師の給与、民間医療機関の病院医師の給与、当法人の病

院医師確保の状況や確保できない場合に法人の事業運営に与える影響等を総合的

に考慮した上で、効率化できる部分については引き続き削減を進めていくとともに、

適切な給与水準の確保について検討を行い、平成２５年度（平成２６年度公表）まで

に対国家公務員指数が地域・学歴勘案で概ね116以下となるよう努力していく。

講ずる措置

対国家公務員　　120.0

項目

その他の事項

①管理職の割合（平成25年4月1日現在）

指数の状況

　給与水準の適切性の

　検証

【国からの財政支出について】

支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　35.9％

（国からの財政支出額　4,367百万円、支出予算の総額　12,170百円：平成24年度

予算）

【検証結果】

－

　給与水準が高くなった主な理由としては、国家公務員の給与の改定及び臨時特例

に関する法律の施行により国家公務員は平成２４年４月から給与の減額措置が実施

されたが、当センターは要請に基づき平成２４年９月から減額措置を実施しているこ

と、また、対象職種についても国家公務員は全職種であるが、当センターは幹部職

員を中心とした職種に限定したためである。病院医師の調査対象者における減額対

象者の割合は63.4％となっている。

　その他に、以下の４点も給与水準を高くしている原因と思われる。

①国の病院医師に対する初任給調整手当においては、医師確保が困難な地方の

手当額がより高くなる制度となっており、当センターにおいてもほぼ準ずる制度（医師

手当）を導入しているところであるが、当センターの地域手当級別支給割合が5級地

に該当することから、国の病院医師の手当額より増加していること。

②管理・監督的立場にある医長以上の職員の給与は、有能な人材を登用し、法人

全体の業績向上に繋がるよう、業績反映をより徹底させ、貢献度に見合う給与を支払

うために国の医師よりも月例年俸が高い年俸制としていること。

③医長以上の医師において、勤務成績が良好な医師について、業績手当を増額で

きる仕組みを導入していること。

④医長以上の医師においては、病院における管理職として、国の俸給の特別調整

額に準じた役職手当の支給対象としていること。

【主務大臣の検証結果】

　医師の確保は、医療の質の向上、安全の確保等に不可欠であり、また、病院経営

上においても、医業収益等の確保にかかる基本的かつ重要な事項であるため、医師

の給与水準については、特に配慮すべきと考えられる。　一方、可能な部分につい

ては、医師の確保状況等を考慮した上で、より適正な給与水準の在り方について、

今後も必要な検討を進めていただきたい。

内容

　国に比べて給与水準が

　高くなっている定量的な

　理由

【累積欠損額について】

　累積欠損額（計上なし）（平成23年度決算）

【検証結果】

－
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○病院看護師

地域勘案 105.2

参考 学歴勘案 104.2

地域・学歴勘案 103.6

6.8%

10.8%

項目 内容

指数の状況

その他の事項

①管理職の割合（平成25年4月1日現在）

②大卒以上の高学歴者の割合

　国に比べて給与水準が

　高くなっている定量的な

　理由

　給与水準が高くなった主な理由としては、国家公務員の給与の改定及び臨時特例

に関する法律の施行により国家公務員は平成２４年４月から給与の減額措置が実施

されたが、当センターは要請に基づき平成２４年９月から減額措置を実施しているこ

と、また、対象職種についても国家公務員は全職種であるが、当センターは幹部職

員を中心とした職種に限定したためである。

　その他に、看護師長以上の職員については、病院における管理職として、国の俸

給の特別調整額に準じた役職手当の支給対象としている。

【主務大臣の検証結果】

　平成23年度の数値は年齢勘案で国家公務員の水準を下回っており、平成24年度

においては、給与水準を引き上げるような給与・手当制度の見直しはされておらず、

公務員の給与特例措置への対応を勘案すれば、公務員の水準を大きく上回ってい

るとは考えられないことから、引き続き適正な取組を行っていただきたい。

対国家公務員　　104.6

　給与水準の適切性の

　検証

講ずる措置

　平成２５年度における対国家公務員指数は、現状で推移した場合、、給与特例に

対応した削減が、前年度と違い、通年行われるため、前年度を下回ることが見込まれ

るが、国家公務員の看護師の給与、民間医療機関の看護師の給与、当法人の看護

師確保の状況や確保できない場合に法人の事業運営に与える影響や民間医療機

関の看護師の給与及び業務の実績などを総合的に考慮した上で、効率化できる部

分については引き続き削減を進めていくとともに、適切な給与水準の確保について

検討する。また、人事院勧告、民間医療機関の看護師の給与及び業務の実績など

を考慮し適切に対応することにより平成２５年度（平成２６年度公表）までに対国家公

務員指数が地域・学歴勘案で概ね103以下となるよう努力していく。

【国からの財政支出について】

　支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　35.9％

（国からの財政支出額　4,367百万円、支出予算の総額　12,170百円：平成24年度

予算）

【検証結果】

－

【累積欠損額について】

　累積欠損額（計上なし）（平成23年度決算）

【検証結果】

－
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円

円

支出総額 9,251,184,236

○比較対象職員の状況

給与・報酬等支給総額

○管理職割合の改善の取組み状況

34.9%

○支出総額（平成24年度決算ベース）に占める給与・報酬等支給総額の割合

・研究職種

年俸制適用者以外に係る①表（職種別支給状況）の常勤職員欄の1人及び年俸制適用者に係る①

表（同）の常勤職員欄の27人　計28人

28人の平均年齢52.1歳、平均年間給与額10,033千円

・医療職員（病院医師）

年俸制適用者以外に係る①表（職種別支給状況）の常勤職員欄の15人及び年俸制適用者に係る①

表（同）の常勤職員欄の27人　計42人

42人の平均年齢47.8歳、平均年間給与額14,263千円

3,232,713,541

独立行政法人化に伴い、組織改編や併任発令等により適正配置を行っている。
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Ⅲ　総人件費について

当年度

（平成24年度）

前年度

（平成23年度）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(A)

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｂ)

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｃ)

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(D)

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

①　人件費の主な増減要因

　　○給与、報酬等支給額の主な増減要因

　　　平成２４年度における総人件費は３２．３億円であり、平成２１年度の人件費と比較すると、

　　　３．７億円の増となっている。

　　　・　 技能職の退職後の不補充（△２２．４百万円）

　　　・　 事務職の退職後の不補充（△１７．１百万円）

　　　・　 独法移行時の給与カーブの変更・調整額の廃止（△４３．２百万円）

　　　・　 人事院勧告準拠による給与規程の改正（△２７．１百万円）

　　　・　 安全かつ良質な医療に向けた看護師確保対策　（＋１３５．６百万円）

　　　・　 診療体制強化による医師等の確保対策（＋２９５．９百万円）

　　　・　 優秀な研究者の人材の確保対策（＋１９．２百万円）

　　　・　 独法移行による組織体制の見直しによる部門強化等（＋７７．１百万円）

　　　・　 国家公務員の給与の改訂及び臨時特例に関する法律に関連した削減（△５１．７百万円）

（事務・技能職員△３．６百万円、研究職員△２２百万円、病院医師△２０．１百万円、

病院看護師△０．４百万円、その他△５．５百万円）

　　　・　 「国家公務員の退職手当の支給水準引下げ等について」（平成２４年８月７日閣議決定）

に関連した削減（△２．６百万円）

　　　○最広義人件費の主な増減理由

　　　・ 職員の退職に伴う支給額の増加によるもの

　　　・ 非常勤研究者及びその補助者などの非常勤職員の増によるもの

　　　・ 福利厚生費の増によるもの

②「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平成１８年法律第４７

号）及び「行政改革の重要方針」（平成１７年１２月２４日閣議決定）による人件費削減の取組の状況

ⅰ）中期目標（抜粋）

   総人件費については、センターの果たすべき役割の重要性を踏まえつつ、簡素で効率的な政

退職手当支給額

非常勤役職員等給与

192,266

189,850 9.5%

3,876

6.2% 279,194

547,929 122,189

20.0%4,595,956 4,197,528 398,428 9.5%

267,521

62.0%

区　　分

22.3%

3,232,714

27,8912.1%188,390

最広義人件費

670,118

中期目標期間開始時（平成

22年度）からの増△減

給与、報酬等支給総額

比較増△減

3,042,864

17.0%

66.4%

福利厚生費

766,325

500,858 418,345 82,513 19.7% 191,719
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府を実現するための行政改革の推進に関する法律（平成１８年法律第４７号）や「経済財政運営と

構造改革に関する基本方針2006」（平成１８年７月７日閣議決定）に基づいて人件費改革に取り組

むとともに、給与水準に関して国民の理解が十分得られるよう必要な説明や評価を受けるものとす

ること。その際、併せて、医療法（昭和２３年法律第２０５号）及び診療報酬上の人員基準に沿った

対応を行うことはもとより、国の制度の創設や改正に伴う人材確保も含め高度先駆的医療の推進

のための対応や医療安全を確保するための適切な取組を行うこと。また、独立行政法人に関する

制度の見直しの状況を踏まえ適切な取組を行うこと。

ⅱ）中期計画（抜粋）

　 総人件費については、センターの果たすべき役割の重要性を踏まえつつ、簡素で効率的な政

府を実現するための行政改革の推進に関する法律（平成１８年法律第４７号）に基づき平成２２年

度において１％以上を基本とする削減に取り組み、「経済財政運営と構造改革に関する基本方

針2006」（平成１８年７月７日閣議決定）に基づき、人件費改革の取組を平成２３年度まで継続する

とともに、給与水準に関して国民の理解が十分得られるよう必要な説明や評価を受けるものとする。

その際、併せて、医療法（昭和２３年法律第２０５号）及び診療報酬上の人員基準に沿った対応を

行うことはもとより、国の制度の創設や改正に伴う人材確保も含め高度先駆的医療の推進のため

の対応や医療安全を確保するための適切な取組を行う。また、独立行政法人に関する制度の見

直しの状況を踏まえ適切な取組を行う。

平成21

年度

平成22

年度

平成23

年度

平成24

年度

2,866,398 2,953,520 3,040,447 3,235,130

3.0 6.1 12.9

4.5 7.8 14.6

注１：人件費削減率（補正値）とは、「行政改革の重要方針」（平成１７年１２月２４日閣議決定）による

人事院勧告を踏まえた官民の給与格差に基づく給与改定分（平成２２年度△１．５％、平成２３年度△０．２３％）を除いた削減率である。

注２：平成２３年度の給与、報酬等支給総額の実績は、平成２４年６月期の期末手当等において人事院勧告を踏まえた官民の給与較差

に基づく給与改定分を調整した額（2,417千円）を除いて算出している。また、平成２４年度の給与、報酬等支給総額は、平成２３年度に

除いた調整額（2,417千円）を加えて計上している。

注３：平成２４年度において、国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律（平成２４年法律第２号）に基づく国家公務員の給与

見直しに関連して、法人が講じた措置の影響を除いて試算すると、平成２４年度の給与、報酬等の支給総額は3,286,794千円となり、平

成２１年度を基準として人件費削減率（補正値）は１６．４％となっている。

【国立長寿医療研究センターにおける総人件費改革に係る状況】

○　国立長寿医療研究センターの総人件費は平成２４年度３２．４億円となっており、平成２１年度比で

１２．９％（補正値１４．６％）増となっている。

○　今般の人件費の増加は、認知症を始めとする加齢に伴う疾患に関する高度先駆的医療の開発・

普及・提供の人材確保など（※1）、国立長寿医療研究センターの役割を着実に果たすために、医師・

その他医療職等の増員等をしたものである。

　（※1：認知症等に係る治験の推進、医師・その他医療職員の増員等による診療体制強化等）

（人件費削減の場合）　　　　　　　総人件費改革の取組状況

人件費削減率（補正値）

（％）

年　　　度

人件費削減率

（％）

給与、報酬等支給総額

（千円）



28 

 

 

 

○　今後の対応として、引き続き、事務職及び技能職の退職後不補充等により、より一層の人件費削減

効率化に努める。また、平均在院日数のできる限りの短縮化や医師の適切な配置等により病院収支の

改善に努め、外部研究費等の獲得についても努力する。認知症に係る研究基盤の強化(「認知症先進

医療開発センター」の拡充）等を最大限に活用して治験・臨床研究の数の増加に努め、研究成果等に

ついて国民に対する説明責任を果たすように努める。

　また、現在政府として独立行政法人の改革が検討されていることや、平成25年度以降の

独立行政法人の人件費の在り方に係る議論も踏まえ、その方向性を注視しながら、国策としての

研究を担う国立長寿医療研究センターが、より一層の成果を発揮できるよう、その研究・病院部門の

人件費の在り方については更なる検討が必要であると考えている。

【主務大臣の検証結果】

　平成24年度の総人件費は平成21年度比12.9（補正値14.6）％増である。

　この理由は、認知症を始めとする加齢に伴う疾患に関する高度先駆的医療の開発・普及・提供のため

の人材確保など（※）を行う必要性があることから、診療部門で医師及び看護師を増員したためと考えら

れる。 

 　なお、病院事業では収支改善（平成24年度医業収支は7.0億円の黒字）となっている。

　一方、医療職以外の事務・技能職員の人件費については、平成21年度比12.7(補正値11.0)％減であ

 り、効率化の努力も行われている。

　これらの点について国民の皆様に納得いただけるよう、長期縦断疫学研究（平成9年度より開始）によっ

て認知症、運動器疾患、感覚器障害等の老年病疾患の実態解明などに特筆すべき研究成果が得られた

ことについて、十分な説明責任を果たしていただきたい。

（※）認知症等に係る治験の推進、医師・その他医療職の増員による診療体制強化

Ⅳ 法人が必要と認める事項

「国家公務員の退職手当の支給水準引下げ等について」（平成２４年８月７日閣議決定）に基づき、２５

年１月に役員、２５年２月に職員の退職規程を改定した。

平成２５年１月から適用し、役員の退職手当の削減を実施した。（97.35/100削減）

平成２５年２月から適用し、職員の退職手当の削減を実施した。（98/100削減）
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（項目４） 

事業費の冗費の点検 

（委員長通知別添二関係） 

 

事業費項目 点検状況 

１年間実施した場

合の削減効果額 

（単位：千円） 

①庁費の執行状

況の点検 

庁費の執行においては、独法化後、収支相償の経営を目

指し、経費削減を行っているところであり、業務上必要な

経費の支出のみであり、適切な執行が行われるよう注意し

ている。 

②旅費の執行状

況の点検 

 旅費の執行においては、業務上必要な出張に対し支給し

ているものであり、出張後速やかに支給することとしてい

る。年度末における不要不急な出張が行われないよう注意

している。 

③給与振込経費

の削減 

国の時代より、給与振込は原則 1

口座制としている。 

    0 

千円 

④その他コスト

削減について検

討したもの 

センターにおける冗費の削減、コス

ト削減に取り組んだ。 

・ ８法人による医薬品、医療用消耗

品の共同購入の実施 

・ 契約電力量の見直し 

（ △2,820 千円） 

・ 委託費の縮減   ( △7,602 千円) 

・一般管理費の削減（△27,717 千円） 

・ 光熱水料の節減への取組み 

３８,１３９ 

千円 

 

※ 削減効果額とは、各項目について行った見直しを平成 24 年度当初から実

施したと仮定した場合における平成 24 年度の実績額（推計）が、平成 23 年

度の実績額からどれだけ削減したかを示すものである。 
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（項目４の２） 

 

平
成

2
4
年

度
の

庁
費

及
び

旅
費

の
類

に
関

す
る

支
出

状
況

上
段

：
支

出
予
定

下
段

：
支

出
実
績

（
単

位
：
千

円
）

４
月

５
月

６
月

７
月

８
月

９
月

１
０

月
１
１

月
１

２
月

１
月

２
月

３
月

9
,
0
8
0
,
5
9
4

2
,
2
7
6
,
5
1
7

6
2
3
,
2
8
9
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0
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,
4
1
0
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,
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3
6
1
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2
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7
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5
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3
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0
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7
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3
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4
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,
1
3
4
,
2
4
1
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0
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,
6
1
8

6
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8
,
5
8
5
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1
1
,
0
3
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2
,
0
3
0
,
0
4
7

7
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,
9
5
0

6
3
1
,
0
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5
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0
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2
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,
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8
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6
7
1
,
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0
1
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3
0
,
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2
4

1
,
0
9
1
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7
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0
0
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6
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7
8
7

6
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1
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（項目５） 

契   約 

（委員長通知別添二関係） 

 

①契約監視委員会から

の主な指摘事項 

「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについ

て」（平成21年11月17日閣議決定）に基づき、監事

及び外部有識者で構成された契約監視委員会を設

置し、24年度においては、計4回開催した。 

【主な指摘事項】 

引き続き、競争性、公正性、透明性を確保する

とともに、コンプライアンスを遵守するよう努め

ること。 

②契約監視委員会以外

の契約審査体制とその

活動状況 

内部牽制強化の観点から、外部委員を含む直接契

約に関与しない職員で構成される契約審査委員会を

設置して、一定額以上の契約について契約方式や仕

様書の内容等の審査を行っている。また、内部監査

において、これらの実行状況について監査を行い国

民から疑念を持たれることのないよう契約事務の遂

行に努めた。 

 

③「随意契約等見直し計

画」の進捗状況 

原則、一般競争入札であることを徹底し、競争性

のない随意契約については「随意契約見直し計画」

を策定し、契約監視委員会で審議を行っている。 

競争性のない随意契約の件数及び一者応募・一者

応札の件数は減少した。 

④一者応札・一者応募と

なった契約の改善方策 

○改善への取り組み 

 『国立長寿医療研究センター「随意契約の指針」

及び「一者応札・一者応募に対する改善方策指針」

について』を策定し、競争性のない随意契約ととも

に契約監視委員会で審議を行っている。 

 

 １．入札公告に関する事項 

 ・公告情報から事業規模等が容易に推測でき

るように詳細に記載すること 

・入札公告は、全てセンターのホームページ

への掲載、院内掲示を行うこと  

・入札公告（ホームページ掲載等）の期間は、
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土日・祝日を除き、１０日間以上確保する

こと 

 ２．資格要件に関する事項 

・官公庁等での業務実績を設定する等、必要

性が低い要件を設定しないこと 

 ３．仕様書に関する事項 

・業務内容を具体的に分かり易く記載するこ

と 

・特定の者が有利となる仕様としないこと 

・可能な限り入札説明会を実施すること 

・発注コスト、地域性等の諸条件を考慮し、

適切な発注単位とすること 

・複数者から参考見積を徴収すること 

 ４.参加者への配慮に関する事項 

   ・工事、製造その他についての請負契約は、

契約期間や契約金額を勘案し、部分払いを

活用するなど配慮すること 

・契約締結から履行までの期間や契約期間は、

十分な期間を設け履行しやすくなるよう配

慮すること 

・委託契約や器機の賃貸借契約及び情報シス

テムなどの運用・保守契約は、長期的な収支

予測が可能となるよう、複数年契約をするな

ど配慮すること 

⑤契約に係る規程類と

その運用状況 

「独立行政法人における契約の適正化（依頼）」（平

成 20 年 11 月 14 日総務省行政管理局長事務連絡）に

おいて講ずることとされている措置は全て実施済で

ある。 
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⑥再委託している契約

の内容と再委託割合（再

委託割合が 50%以上のも

の又は随意契約による

ものを再委託している

もの） 

 

⑦公益法人等との契約

の状況 

関連公益法人との契約は該当がない。 

なお、その他公益法人との契約について、 

① 最低価格落札方式によって、１社入札となった

契約 ：０件 

② 随意契約については、5 件、1.5 億円 

 ・主な契約 

  日本赤十字社：血液調達 

  日本アイソトープ協会：放射性医薬品の調達 

③ 総合評価落札方式による公益法人等との契約

は該当なし 

 

⑧その他調達の見直し

の状況 

入札結果が一者応札・一者応募又は落札率１０

０％となった契約についても、契約監視委員会にお

いて事後点検を行い、競争性、公正性、透明性が確

保されていたか検証を行った。 
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（項目５の２） 

 

Ⅰ 平成２４年度の実績【全体】 

 件数 金額 

競

争

性

競

争

性

競

争

性

競

争

性

の

あ

る

の

あ

る

の

あ

る

の

あ

る

契

約

契

約

契

約

契

約    

一般競争入札 

（最低価格落札方式） 

173 件 

(74.6%) 

23.8 億円 

(70.1%) 

 

うち一者応

札 

30 件 

【17.3%】 

3.5 億円 

【14.7%】 

総合評価落札方

式 

2 件 

( 0.9%) 

1.9 億円 

( 5.5 %) 

 

うち一者応

札 

0 件 

【 - %】 

- 億円 

【  - %】 

指名競争入札 

0 件 

( - %) 

- 億円 

(  - %) 

 

うち一者応

札 

0 件 

【 - %】 

- 億円 

【  - %】 

企画競争等 

1 件 

( 0.4%) 

0.04 億円 

(0.1%) 

 

うち一者応

募 

0 件 

【 - %】 

- 億円 

【 - %】 

競争性のない随意契約 

56 件 

(24.1%) 

8.3 億円 

(24.3%) 

合 計 

232 件 

( 100%) 

34.0 億円 

( 100%) 

※ 予定価格が少額である場合（予算決算及び会計令第 99条第 2 号、第 3号、第 4号又は

第 7 号の金額を超えないもの）を除く。 

※ 【  %】には、一般競争入札等のうち一者入札・応募となったものの割合を示す。 

※ 「競争性のある契約」の各欄には、不落・不調随契が含まれ、一者入札・応募として

カウントしている。 

※ 「企画競争等」は、企画競争及び公募を示す。 
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Ⅱ 平成２４年度の実績【公益法人】 

 件数 金額 

競

争

性

競

争

性

競

争

性

競

争

性

の

あ

る

の

あ

る

の

あ

る

の

あ

る

契

約

契

約

契

約

契

約    

一般競争入札 

（最低価格落札方式） 

1 件 

( 20.0%) 

0.05 億円 

( 3.1 %) 

 

うち一者応

札 

0 件 

【  - %】 

- 億円 

【  - %】 

総合評価落札方

式 

0 件 

(  - %) 

- 億円 

 (  - %) 

 

うち一者応

札 

0 件 

【  - %】 

- 億円 

【  - %】 

指名競争入札 

0 件 

(  - %) 

- 億円 

 (  - %) 

 

うち一者応

札 

0 件 

【  - %】 

- 億円 

【  - %】 

企画競争等 

0 件 

( - %) 

- 億円 

 (  - %) 

 

うち一者応

募 

0 件 

【  - %】 

- 億円 

【  - %】 

競争性のない随意契約 

4 件 

(80.0%) 

1.5 億円 

(96.9%) 

合 計 

5 件 

( 100%) 

1.5 億円 

( 100%) 

※ 「公益法人」は、いわゆる広義の公益法人を指し、独立行政法人、特例民法法人等の

ほか、社会福祉法人や学校法人も含む。 

※ 予定価格が少額である場合（予算決算及び会計令第 99条第 2 号、第 3号、第 4号又は

第 7 号の金額を超えないもの）を除く。 

※ 【  %】には、一般競争入札等のうち一者入札・応募となったものの割合を示す。 

※ 「競争性のある契約」の各欄には、不落・不調随契が含まれ、一者入札・応募として

カウントしている。 

※ 「企画競争等」は、企画競争及び公募を示す。 
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Ⅲ 随意契約等見直し計画の進捗状況 その１ 

 随意契約等見直し計画によ

る見直し後の姿 

平成 24 年度実績 

件数 金額 件数 金額 

事務・事業をとり

やめたもの 

0 件 

(  - %) 

- 億円 

(  - %) 

155 件 

(71.4%) 

12.7 億円 

(54.8%) 

競

争

性

競

争

性

競

争

性

競

争

性

の

あ

る

の

あ

る

の

あ

る

の

あ

る

契

約

契

約

契

約

契

約    

競争入札 

169 件 

( 77.9%) 

21.3 億円 

( 81.3%) 

41 件 

(18.9%) 

5.3 億円 

(23.2%) 

企画競争等 

0 件 

(  -  %) 

- 億円 

(  -  %) 

0 件 

(  - %) 

- 億円 

(  - %) 

競争性のない随

意契約 

48 件 

( 22.1%) 

4.9 億円 

( 18.7%) 

21 件 

(9.7%) 

5.1 億円 

(22.1%) 

合 計 

217 件 

( 100%) 

26.1 億円 

( 100%) 

217 件 

( 100%) 

23.1 億円 

( 100%) 

※ 「随意契約等見直し計画」策定時の個々の契約が、平成 24 年度においてどのような契

約形態にあるかを記載するもの。 

※ 「随意契約等見直し計画による見直し後の姿」の各欄の件数・金額は、随意契約等見

直し計画時の件数・金額から複数年契約で平成 24年度に契約の更改を行っていないもの

を除いたもの。 

※ 予定価格が少額である場合（予算決算及び会計令第 99条第 2 号、第 3号、第 4号又は

第 7 号の金額を超えないもの）を除く。 

※ 「競争入札」は、一般競争入札及び指名競争入札を示す。 

※ 「企画競争等」は、企画競争及び公募を示し、平成 24 年度実績欄には不落・不調随契

が含まれる。 
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Ⅳ 随意契約等見直し計画の進捗状況 その２ 

 一者応札・一者応募案件の 

見直し状況（22 年度実績） 

24 年度も引き続き一者応

札・一者応募となったもの 

件数 金額 件数 金額 

事務・事業をとりや

めたもの 

-件 

(    -%) 

-億円 

(    -%) 

19 件 

(54.3%) 

-億円 

(    %) 

契

約

方

法

契

約

方

法

契

約

方

法

契

約

方

法

をををを

変

更

変

更

変

更

変

更

せ

ず

せ

ず

せ

ず

せ

ず

条

件

等

条

件

等

条

件

等

条

件

等

のののの    

見

直

見

直

見

直

見

直

し

を

し

を

し

を

し

を

実

施

実

施

実

施

実

施

（（（（

注注注注

２２２２

））））

    

仕様書の変

更 

5 件 

( 14.3%) 

0.9 億円 

( 50.8%) 

-件 

(  -%) 

-億円 

(    %) 

参加条件の

変更 

-件 

(    -%) 

-億円 

(    -%) 

-件 

(   -%) 

-億円 

(   -%) 

公告期間の

見直し 

-件 

(    -%) 

-億円 

(    -%) 

-件 

(   -%) 

-億円 

(   -%) 

その他 

-件 

(    -%) 

-億円 

(    -%) 

-件 

(   -%) 

-億円 

(   -%) 

契約方式の見直し 

3 件 

(  8.6%) 

0.3 億円 

( 18.3%) 

3 件 

( 8.6%) 

0.3 億円 

( 18.3%) 

その他の見直し 

27 件 

( 77.1%) 

0.5 億円 

( 30.9%) 

-件 

(   -%) 

-億円 

(   -%) 

点検の結果、指摘事

項がなかったもの 

-件 

(    -%) 

-億円 

(    -%) 

8 件 

(22.9%) 

0.5 億円 

( 30.9%) 

一者応札・一者応募

が改善されたもの 

-件 

(    -%) 

-億円 

(   -%) 

5 件 

( 14.3%) 

0.9 億円 

( 50.8%) 

合 計 

35 件 

( 100%) 

1.7 億円 

( 100%) 

35 件 

( 100%) 

1.7 億円 

( 100%) 

（注１） 平成 22年度に一者応札・一者応募であった個々の契約が、見直しによって、平

成 24年度の契約ではどの程度一者応札・一者応募となったかを示している。 

（注２） 内訳については、重複して見直ししている可能性があるため計が一致しない場

合がある。 

 

 

 

随意契約等見直し計画随意契約等見直し計画随意契約等見直し計画随意契約等見直し計画    
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平 成 ２ ３ 年 １ １ 月 

独 立 行 政 法 人 

国立長寿医療研究センター 

 

１． 随意契約等の見直し計画 

（１） 随意契約の見直し 

平成２２年度において、締結した随意契約等について点検・見直しを行い、以下のと

おり、随意契約等の見直し計画を策定する。 

今後は、本計画に基づき、真にやむを得ないものを除き、速やかに一般競争等に移

行することとした。 

  

平成 22 年度実績 見直し後 

件  数 金額(千円) 件  数 金額(千円) 

 競争性のある契約 

( 63.6% ) ( 73.0% ) ( 77.9% ) ( 81.3% ) 

138  1,906,650  169  2,125,266  

  

競争入札 

( 63.6% ) ( 73.0% ) ( 77.9% ) ( 81.3% ) 

138  1,906,650  169  2,125,266  

企画競争、公募等 

   (   -% ) (   -% ) (   -% )  (   -% ) 

0  0  0  0  

 競争性のない随意契約 

( 36.4% ) ( 27.0% ) ( 22.1% ) ( 18.7% ) 

79  706,490  48  487,874  

合    計 

( 100.0% ) ( 100.0% ) ( 100.0% ) ( 100.0% ) 

217  2,613,140  217  2,613,140  

 

（２） 一者応札・一者応募の見直し 

平成２２年度において、競争性のある契約のうち一者応札・一者応募となった契約に

ついて点検・見直しを行い、平成２３年８月に公表した『「一者応札・一者応募」にかかる

改善方策について』を確実に実施し、今後の調達については、競争性のない随意契約

の削減に加え、当該改善方策に留意しつつ契約事務を進めることにより、一層の競争

性の確保に努める。 

（平成２２年度実績） 

実     績 件  数 金額(千円) 

競争性のある契約 138  1,906,650  

  うち一者応札・一者応募 

( 25.4% ) ( 33.4% ) 

35  635,996  
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２． 随意契約等見直し計画達成へ向けた具体的な取り組み 

（１） 契約監視委員会等による契約の点検の実施 

① 随意契約（基準額以下のもの、緊急性のあるものを除く。）は、「契約監視委員会」の

事前審査を実施。 

② 平成 22 年度調達案件のうち、前回一者応札及び前回落札率１００％の契約につい

ても「契約監視委員会」として事前に審査を実施。 

③ 「監査室」による契約を重点項目とした内部監査による点検を実施。 

 

（２） 随意契約等の見直し 

契約の相手方が特定されるものなど、真に随意契約によらざるを得ないものを除き、

原則、一般競争入札を徹底する。 

 

（３） 一者応札・一者応募の見直し 

① 入札公告に関する事項 

・ 入札公告は、公告情報から事業規模等が容易に推測できるよう可能な限り詳細

に記載する。 

・ 入札公告は、全て病院ホームページへの記載や院内掲示を行うこととする。 

・ 入札公告は、可能な限り土日・祝日等に配慮し、入札公告から入札期日の前日

までの期間を１０日間以上確保する。 

 

② 資格要件に関する事項 

・ 資格要件は、官公庁や国立病院等の業務実績を設定する等、不当に競争参加

者を制限する要件を設定しない。 

 

③ 仕様書に関する事項 

・ 仕様書は、業務内容を具体的に分かりやすく記載し、特定の者が有利となる仕

様にしない。また、入札説明会等は可能な限り実施する。 

・ 発注単位は、発注コスト、地域性等の諸条件を考慮し、適切な発注単位となるよ

う配慮する。 

 

④ 参加者への配慮に関する事項 

・ 契約相手方の金銭負担となる工事若しくは製造その他についての請負契約は、

契約期間や契約金額を勘案し部分払いを活用するなど配慮する。 

・ 契約締結から履行開始までの期間や契約期間は、十分な期間を設けるなど履行

し易くなるよう配慮する。 

・ 院内給食業務の委託や機器の賃貸借及び情報システムなどの運用・保守契約

は、長期的な収支予測が可能となるよう複数年契約とするなど配慮する。 
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（項目６） 

内 部 統 制 

 

①統制環境 

 

１ 理事長の役職員へのミッションの周知等 

厚生労働大臣からのミッション（中期目標）である、国際

水準の研究を展開しつつ、我が国の治験を含む臨床研究を推

進するため、同期間における中期計画を定め、年度毎に、中

期計画を達成するための具体的な年度計画を策定している。 

また、理事長は、国立長寿医療研究センターの理念にも掲

げられている「健康長寿社会の構築への貢献」を常日頃から

強調するとともに、第１期中期計画期間においては、情報発

信、研究・開発の推進、高度先駆的な医療の提供、人材の育

成・確保をポイントとして掲げており、これらの方針につい

て、定例の役員会などの場で役職員に示すなど周知を図って

いる。 

更に、中期計画、年度計画の組織の目的を達成するため、

全職員に対し、当該計画に沿った目標設定とその評価結果に

応じた処遇を行うための業績評価制度を実施している。 

 

２ 理事長のリーダーシップ発揮及びマネジメントの実効性

確保 

平成 24 年度は、昨年度に引き続き理事長のリーダーシッ

プのもと、国立長寿医療研究センターのミッションを最も効

率的かつ効果的に達成できるよう、理事には、理事長を補佐

する役割に加え、センターの業務の一部を担当し、当該担当

業務に関して関係職員を指揮監督する権限を付与するとと

もに、理事長のマネジメントをサポートする体制としてい

る。 

また、厚生労働大臣からのミッション（中期目標）である、

長寿医療の中核的な医療機関として高度先駆的な医療の開

発及び標準医療の確立へ一層の貢献をするため、同期間にお

ける中期計画を定め、年度毎に、中期計画を達成するための

具体的な年度計画を策定しており、月次決算により毎月、計

画の達成状況を把握している。 

 

３ 内部統制の構築状況 
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  平成２２年度に独立行政法人に移行したことを機に組織

を見直し、法令等の遵守を期するため、センター業務及び予

算に対する内部統制部門として監査室を設置した。 

  監査室は、独自に行う内部監査に加え会計監査人及び監事

とも連携し、効率的・効果的にセンター業務等に関する内部

統制について監査及び指導を行うこととしている。 

 

４ 役員会の位置付け、権限の状況 

「独立行政法人国立長寿医療研究センター理事会規程（平

成２２年規程第８号）」において、目的、機能、開催時期、

構成員、招集等について定めている。 

 

５ 理事長と監事・会計監査人の連携状況 

［理事長と監事の連携］ 

・理事長が議長を務める理事会（月２回）に監事が出席し、

審議事項等について意見交換を行っている。 

・また、監事は、契約の適正性等について意見具申してい

る。 

  ・監事監査における指摘事項は、理事会・運営会議におい

てリスク等を踏まえ対応策を検討し、周知徹底すると共

に内部監査において運用状況等の確認を行っている。  

   

 ［理事長と会計監査人の連携］ 

  ・会計監査人とは、監査計画立案時、実施時、監査報告時

に意見交換を行っている。 

・また、監査計画立案時には重点監査事項の選定に関する

こと、実施時には法人を取り巻く外部環境に変化に関す

ること、監査報告時には次期に向けての必要改善事項に

関することを意見交換している。 

  ・会計監査人からの指摘事項は、その分析した結果を各部

署にフィードバックすることで業務の改善及び適正な

会計事務等の遂行に役立てている。 

 

６ その他統制環境に関する状況 

監事機能については、「独立行政法人国立長寿医療研究セ

ンター監事監査規程（平成２２年規程第４４号）」において、

常に業務運営の実施状況を把握するとともに、運営上の課題
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の認識を深めることなど、内部統制における役割を明確にし

ている。 

また、理事会に出席し、業務の運営状況の把握等を行うと

もに、考えられるリスクについて意見を述べることができる

こととしており、独立した立場から、内部統制の整備及び運

用状況を監視する役割を果たしている。 

 

②リスクの識

別・評価・対

応 

 

＊「法人の長に、現場の問題が伝達されないことを回避するた

めの仕組み」 

 

  理事から構成される理事会を定期的（月２回）に開催して

いる。 

当該役員会は、センターの各部門が所掌事務の範囲で把握

するリスクが報告される仕組みとしている。 

更に、運営会議などにより、理事長が直接現場の意見を聞

くことのできる場を設けている。 

 その他、監事及び会計監査人と直接意見交換を実施し、現

場の問題点などの把握に努めている 

 

○会計関係業務等について 

国立長寿医療研究センターにおいては、会計関係業務のリ

スクを防止・低減することを目的に、特に新任で着任した職

員や異動に伴い新たに当該業務の担当となった職員が速や

かに業務内容を理解し業務遂行が適正に行えるよう、現金・

出納業務や契約業務などを中心とした標準的業務フローを

作成し、周知している。 

 

 ○医療安全について 

医療安全に関するリスクについては、医療安全管理のた

めの指針を作成し、この指針に基づき医療安全に関するマ

ニュアルの作成や医療安全管理委員会の設置及び職員研

修を実施しているところである。 
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③統制活動 

○会計関係業務等について 

標準的業務フローを作成し、事務職員を新たに採用した場

合などに実施するオリエンテーション等において、標準的業

務フローの内容及び活用方法について周知を図ることとし

ている。 

平成 24 年度において、会計実務担当者を対象とした外部

講師による会計研修を開催し、適切な会計事務について習熟

をはかった。 

 ○医療安全について 

医療安全については、毎月開催される医療安全管理委員会

において、医療事故の分析及び再発防止の検討を行っている

ところである。 

 

④ 

情報と伝達 

 

○会計関係業務等について     

 標準的業務フローを、規程等の改正に合わせて見直すとと

もに、見直し後は速やかに各部署への伝達を行っている。 

なお、標準的業務フローは関係職員に配付されているもの

であるため、各部署においては、標準的業務フロー担当者が

速やかに差し替えを行うこととしている。 

また、会計検査院による実地検査、保健所等による医療法

立入検査など、外部機関から受けた検査・指導等の情報につ

いては、今後、同様の事例発生防止のため、速やかに役職員

へ周知徹底を行っている。 

 ○医療安全について 

  医療安全については、発生した医療事故の集計結果及び原

因究明及び再発防止の観点から、月次の役員会で紹介してい

る。   

⑤ 

モニタリング 

１ 日常的モニタリング 

○会計関係業務等について 

幹部職員は、関係職員が標準的業務フローに沿って業務を

行っているかについて、当該業務に関する決裁時などにチェ

ックを行うこととしている。例えば、現金収納に係る業務フ

ローにおいては、外来窓口終了後、入金記録と現金の突合を

複数人でチェックし、部長まで決裁を受けることとしている。 

部長等幹部職員は、必要に応じて改善指示を行うこととし

ている。 

 ○医療安全について 
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  発生した医療事故の情報については、医療安全担当者が

「医療事故別の分類」、「病院類型報告」、「年齢別内訳」、「患

者影響レベル」、「事故発生時間帯」等の分析を行い報告を

行っている。 

 

２ 独立的評価と評価プロセス 

［独立的評価］ 

  ・監事は、内部統制に関する独立的評価として、監事監査

を行っている。また監事は、内部監査部門である監査室

と連携して、高リスク事項である契約等に係る抜き打ち

監査を行うこととしている。更に、この契約の状況につ

いては、監事と外部有識者で構成する契約監視委員会に

よる監視体制を整えている。 

  ・内部監査については、監査室が主体となり、内部監査（書

面及び実地）を実施している。 

 

 ［評価プロセス］ 

  ・監事監査は、監事が、独立行政法人通則法の規定に基づ

き、当センターの監事監査規程に従って、独立した立場

で実施している。 

  ・方法としては、内部統制の有効性の判断の規準となる基

本的要素を考慮のうえ、理事・内部監査部門・その他の

役職員等と意思疎通を図り、情報を収集して監査環境の

整備に努めると共に、理事長によるマネジメント状況を

把握するため、理事長が議長を務める理事会（月２回）

その他重要な会議に出席するほか、役職員等からその職

務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を

求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の状況

の調査を行っている。 

  ・監事監査を行うに当たっては、①内部統制の状況、②そ

の前提としての理事長等各役員の統制環境の認識の適

切性、③業績測定尺度の設定や諸々のリスクの識別・評

価の適切性、④モニタリングの実施とその結果の対策反

映・次期計画反映の適切性、⑤リスク対応不十分の場合

の原因分析等の適切性を監査の対象としている。 

  ・内部監査では、監査室等が、業務の適正かつ効率的な執

行の確保を担保すること、並びに、会計処理の適正を期
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すことを目的とし、諸規程に対する合規性、業務ルール

の適切性、業務ルールに対する準拠性等について、書面

及び実地による監査を行っている。 

  ・書面監査では、コンプライアンスの視点に基づく業務全

般を網羅した内部監査指導要領を策定し、これに基づき

自己点検を行うとともに、その結果を活用して内部監査

部門としてのリスク評価を行っている。また、外部監査

機関の当センターに対する監査の結果も参考にして、翌

年度の内部監査にかかる重点項目を設定し、実地監査を

行っている。 

 

３ 内部統制上の問題についての報告 

・監事監査及び内部監査の結果は、理事長が議長を務める

理事会（月２回）等に報告される。 

・更に、監事や監査室による監査の報告に加え、独立行政

法人評価委員会あるいは政策評価・独立行政法人評価委

員会で評価・指摘された統制環境に係る問題点等につい

て、役員会等で把握・検証を行う予定としている。 

・センターで実施される日常モニタリングや内部監査等に

より明らかになった内部統制上の問題点については、監

査室から定期的に、又そのうち重要なものについては必

要に応じ即時、理事長・理事及び監事に報告している。 

 

⑥ＩＣＴへの

対応 

国立長寿医療研究センターにおいては、月次・年次決算等

の会計処理業務、人事管理、給与計算等の業務を支援するた

め、財務会計システム、人事給与システムを運用している。 

   ネットワークシステムにおけるセキュリティについては、

システム運用業者がセキュリティの確保状況について監視

する体制をとるとともに、関係者で構成する月例の運用会議

において適宜報告を受け対応している。 

 

※ ＩＣＴ：Information and Communications Technology（情報通信技術）の略。

ＩＴと同様の意味で用いられることが多いが、「コミュニケーション」という情報

や知識の共有という概念が表現されている点に特徴がある。 

⑦監事監査 

・内部監査 

の実施状況 

監事監査 

１ 中期計画・年度計画等の妥当性について 

監事は、理事長が議長を務める理事会（月２回）

への出席、役員との意見交換会の開催、業務状況

の聴取、病院実査、会計監査人の業務状況の聴取、
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監査室との監査の連携・実施と監査実施状況の聴

取等を通じ、①中期目標に則した中期計画立案・

内容の妥当性、②中期計画に基づく年度計画立

案・内容の妥当性、③年度計画に沿った法人全体

の業務実施状況の妥当性、④これら①から③につ

いて問題がある場合は、その問題点の把握、につ

いて点検する監事監査を実施している。その実施

に当たっては、理事長によるリーダーシップの発

揮・マネジメントの実効性の確保がなされている

か、各種リスクの把握・認識等、当該リスクへの

対応が適切になされているかといったガバナン

ス、内部統制上の重要なポイントに充分留意して

監査を行っている。なお、上記監査の実施に当た

り、具体的には、役職員等から職務の執行状況を

聴取すると共に、決裁書類等必要な文書を点検し

ている。 

(実施状況) 

・理事会（月２回の全てに出席） 

・各部からの業務状況聴取(随時実施) 

・監査室との連携監査及びその他監査実施状況聴

取(随時実施)   

・会計監査人の業務状況聴取(随時実施) 

 ・会計監査人の監査結果報告会(理事長、理事、監

事、会計監査人、監査室)(24 年 6 月実施) 

 ・経営関係会議への出席 

    なお、監査室及び会計監査人との連携により、

｢会計規程等に違反する不適正な会計経理｣につ

いて監視を行っている。 

 

２ 役職員の給与水準について 

「独立行政法人の役員の報酬等及び職員の給与

の水準の公表方法等について（ガイドライン）」に

基づく公表資料を点検すると共に、担当部署に説

明を求め、記載内容に問題が無いことを確認して

いる。 

 

３ 理事長のマネジメントの発揮状況について 
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  法人設立以来毎朝、理事長主催による役員及び

幹部にてミーティングを行い、日々の問題事項の

把握及び改善に向けた対策を行っている。 

  監事監査においては、理事会等の重要な会議に

出席するとともに、理事長と意見交換を実施し、

業務状況の聴取、監査室との監査の連携・実施等

を通じ、理事長によるリーダーシップの発揮、マ

ネジメントの実効性の確保がなされているか、各

種リスクへの対応が適切になされているか等、ガ

バナンス、内部統制上の重要なポイントに十分留

意し、監査を実施している。 

 

４ 職員がミッションを意識しつつ目標･計画策定

に参加しているか、また、職員間のコミュニケー

ションが十分図られているかについて 

  職員へのミッションの伝達については、理事長

等が全職員を集め訓辞を行うと共に、メールにて

全職員に発信している。職員においては、設置さ

れた意見箱又はメール等にて意見及び問題事項等

を定義している。なお当該意見等は運営会議等に

て対策を講じている。 

   

 

内部監査 

平成 22 年４月に、設置した内部監査部門である

監査室が主体となり、24 年度においても引き続き

内部監査(書面及び実地)を実施している。 

(実施状況) 

     

  ・内部監査 

「契約」、「支払」、「収入管理」、「債権管理」、

「現金等の管理」、「固定資産の実査の検証」

「小口現金及び切手類の管理」に関する事項

を重点監査事項に定め、これらを中心に監査

を実施した。 

また、24 年度において国立病院機構本部東

海北陸ブロック事務所の支援による内部監査

を実施し、コンプライアンスの徹底と、給与・
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契約事務を中心とした業務監査を実施した。 

    内部監査実績：33 回 

  ・他部門と連携による監査 

    経理内容について、他部門と連携の上精査

をした。 

    

 

⑧内部統制の

確立による成

果・課題 

○会計関係業務等について 

会計監査人による内部統制に関する業務調査によれば、標

準的業務フローを活用することで、担当業務が変わっても着

任当初から適正に業務を遂行できることや、コンプライアン

スを遵守した業務ができることなど、適正な会計事務が行わ

れている。 

 

○医療安全について 

医療安全については、国立長寿医療研究センターは、日本 

医療機能評価機構が行う医療事故情報収集等事業への報告

義務医療機関となっており、医療事故の警鐘的な事例及び当

該事故の集計結果が病院内で情報共有されることで、医療安

全対策の向上につながっているところである。 
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（項目７） 

事務・事業の見直し等 

（委員長通知別添三関係） 

 

①独立行政法人の事

務・事業の見直し基本方

針で講ずべき措置とさ

れたものの取組状況 

（24 年度中又は 24 年度に

実施とされたもの） 

見直し基本方針において講ずべき措置とされた以

下の事項については、全て措置を講じたところであ

り 24 年度においても適切に実施されている。 

・ 事務部門について、効率的・効果的な運営体制と 

するため人員配置の見直しを行う。 

・ 業務改善に積極的に取り組む人材を育成するた

め、事務職員を対象に現状の問題把握や企画能力

の向上に資する研修を実施する。 

・ 一般管理費（退職手当を除く）を一層節減する。 

・ 原則として一般競争入札とする。契約に関する重 

要事項については、役職員及び外部有識者で構成

される「契約審査委員会」においてあらかじめ審

議する。 

 

②行政刷新会議事業仕

分けでの判定結果を受

けた取組状況 

 

③省内事業仕分けで自

ら示した改革案の取組

状況 

 

④その他事務・事業の見

直し 

独法化に伴い組織を見直し、効率的な体制へ改革

を行っている。 

更には、共同購入の実施、新規参入業者の拡大に

よる競争性の確保、電力量の契約単価の見直しによ

る節減、委託費の節減、一般管理費の節減等の取組

みにより経費の縮減を図った。 
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今後も適切な運営、経営改善の観点から不断の見

直しを進めていくこととしている。 

⑤公益法人等との関係

の透明性確保 

（契約行為については、

項目５「契約」に記載） 

補助金の交付、関連法人に対する出資、出えん、

負担金等は行っていない。 

 


